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新 卒 未 就 職 者 人 材 育 成 事 業 

予算額 756,000 千円（㉓ 834,000 千円） 

 
１ 事業の目的・概要 

厳しい雇用情勢の中、大学等を卒業後も就職先が決まっていない新卒未就職者を対象に、社会

人として必要な基礎的な能力を身に付ける研修（OFF-JT）と、実際に企業等で働くことで実用的

な能力を身に付ける職場実習（OJT）を組み合わせた事業を実施し、正社員としての就職を   

目指します。また、併せて県内中小企業等の若年労働者の確保を図ります。 

 
２ 事業内容 

新 卒 未 就 職 者 人 材 育 成 事 業 の 形 態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事業の流れ  
 

① 社 会 人 基 礎 研 修 （ OFF- JT  約 2 か 月 ） 

ビジネスマナーなど社会人として必要な能力を身に付ける基礎研修を受講します。 

 

② 企 業 で の 実 習 （ O J T  約 4 か 月 ） 

    実際に働くことで実務能力が身に付き、働くイメージを具体的に持つことができます。 

 

 

 

（２）平成２４年度事業概要 

○基礎研修及び企業実習の実施期間 

平成２４年４月１日から９月３０日の６か月 

○定員（予定）３２０名以上（８０名以上×４社） 

  ○対 象 者  大学等を平成 24 年 3月までに卒業予定又は平成 22年 3 月以降に卒業した者 

○委託先事業者（4 社 50 音順） 公募型プロポーザル方式により選定 

アデコ株式会社、株式会社インテリジェンス、 

 株式会社パソナ、マンパワーグループ株式会社 

正社員での就職を目指す 

 

担当課・問い合せ先 
商工労働部雇用労働課 
０４３－２２３－２７４１ 
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（仮称）千葉県生活・就業支援センター事業 

 

予算額 53,516千円（㉓ 54,700千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

求職者や被災者の生活の安定や再就職の促進を図るため、(仮称)千葉県生活・就業支援

センターを設置して、生活や就業に関する個別相談や再就職支援セミナーを行います。 

特に中高年齢者や女性に対する就業支援を充実させます。 

 

２ 事業内容 

再就職できるまでの生活を支える貸付金制度や当面の住居の確保に関する情報、再就職

するための力をつける職業訓練・セミナーに関する情報、求人情報の探し方など、どこに

相談したらよいか分からない方の総合案内所として、専門の相談員が親身に、必要な情報

を提供するとともに、各種制度の担当窓口へ橋渡しします。 

〇支援内容 

 

 
〇設置場所 

千葉市中央区新町３－１３ 

  千葉ＴＮビル３階 

※ＪＲ千葉駅、京成千葉駅から徒歩５分 

※同ビルの１階にはハローワークちば駅前プラザやマザーズハローワークちばあり 

 
担当課・問い合わせ先 
商工労働部雇用労働課 
０４３－２２３－２７４１ 
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中小企業振興資金 

 

予算額 1,900億円（㉓ 1,600億円） 

１ 事業の目的・概要 

震災や円高等の影響により、県内中小企業を取り巻く経営環境が依然として厳しい状況に 

ある中、中小企業の経営基盤の安定化のためには、資金調達の円滑化を図る必要があります。 
そこで、金融機関や信用保証協会等と連携し、中小企業者向けの低利融資（千葉県制度融資）

を行います。 

 
２ 事業内容 

[融資枠] 5,700億円（H23 4,800億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔主な資金メニュー〕 

資金名 対象者等 資金使途・限度額 

事業資金 
一般的な事業資金を固定金利で、長期間で
借りたい方 

設備資金・1億円以内 
運転資金・8,000 万円以内 

小規模事業資金 

従業員数が 20 人以下(商業・サービス業は
5 人以下)の方に対しては、融資利率の   
低減を行います。 

設備資金、運転資金 
合わせて 5,000 万円以内 

一
般
的
な
事
業
資
金 

ｻﾎﾟｰﾄ短期資金 
短期利用の方に対しては、融資利率の低減
を行います。 

運転資金・1,200 万円以内 

創業資金 
新しく事業を始めようとする方や創業後 
5 年未満の方 

設備資金、運転資金 
合わせて 2,500 万円以内 

セーフティネット資金 
売上減小、取引先の倒産等により経営の 
安定に支障が生じている方 

設備資金、運転資金 
合わせて 8,000 万円以内 

 ※ 融資利率は融資期間に応じた固定金利となります。平成 24 年 4 月の融資利率は 3 月に決定します。 

 
担当課・問い合わせ先 
商工労働部経営支援課 
０４３－２２３－２７８７ 

貸付原資の一部を預託 

[預託額]1,900 億円 
県 

信用保証協会 

県内中小企業 

金融機関 

低利融資の実行 
[H24 融資枠]5,700 億円 

信用保証 

・融資利率の低減を図るため、県は金融

機関に貸付原資の一部を無利子で預託

します。 

 [預託額] 1,900 億円（㉓1,600 億円） 

・ また、融資機会を拡大するため、    

融資実行に際し、信用保証協会が信用

保証を行います。 

・融資に係る審査は各金融機関が行い 

ます。 
＜制度融資の流れ＞ 
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千葉県中小企業連携強化推進事業【新規】 

 

予算額 15,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

 円高等の影響により、厳しい経営環境に置かれている中小企業の再生を図るため、従来

の個別企業に視点を置いた支援だけでなく、新たに異業種も含めた企業グループの育成を

通じて、優れた技術の組み合わせによる新製品の開発など新たな価値の創出や受注機会の

拡大などを図っていくための支援を行います。 
 

２ 事業内容（※委託事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課・問い合わせ先 

商工労働部経営支援課 

０４３－２２３－２７８７ 

特定テーマの設定 

コーディネーター配置 

参加企業の募集 

○企業連携に精通したコーディネーター（３名）を、県内中小  

企業と幅広いネットワークを有する千葉県中小企業団体中央

会に配置。 

○市場ニーズや成長性の高い分野から、特定テーマを設定。 

○設定したテーマ毎に、グループを構成する企業を事業協同組合

等を通じて、幅広く募集。 

企業グループの育成 

○コーディネーターが、各企業の技術力などの経営資源の強み・ 
弱みを分析した上で、最適な技術やサービスの組み合わせを 
コーディネート。 
また、グループの方向性や課題の整理、改善策を助言。 

＜特定テーマの例＞ 福祉関連、情報通信関連、環境関連 等 
        ※消費者やメーカー等のニーズを収集・分析した上で設定 

新しい価値の創出や受注機会の拡大などによる県内中小企業の競争力強化 
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千葉県地域商業活性化事業 

 

予算額  43,200千円（㉓ 35,000千円） 

１ 事業の目的・概要 

県内の各商店街の課題や活性化に向けた意向を把握することなどを通じて、地域商業の 

活性化につながる新たな支援策等を検討します。 

また、検討期間中においては、これまで同様、商店街の機能強化や集客向上につながる  

取組に対し助成します。 

２ 事業内容 

（１）地域商業に係る新たな活性化方策の検討【新規】 8,200千円 

商店街の活性化に積極的に取り組む意欲はあるものの、地域単体では有効な手法を  

見出すことが困難な商店街に絞った実効性のある支援策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域と連携した商業活性化事業補助金 35,000千円 

  街路灯のＬＥＤ化、防犯カメラの設置などの商店街の機能強化につながる施設整備や、

一店逸品運動や集客イベントなどの集客向上につながる取組に対し、助成します。   

（補助率：1/3 又は 2/3） 

    担当課・問い合わせ先 

商工労働部経営支援課 
０４３－２２３－２７８７

県内商店街の現況・意向の把握 

・市町村等との地区別懇談会の開催 
・県内商店街への個別ヒアリングの実施 

県内外の活性化成功事例の情報収集 

消費者の購買動向に係る調査 

情報収集・調査（４月～７月） 

活
性
化
方
策 

の
検
討 

新たな活性化方策（H25 年度以降） 

・概ね H24 年 10 月を目途に策定 
・活性化に向けた意欲はあるが、地域単体では有効な方策を見出すことが困難な商店街に

焦点を絞った実効性のある支援を展開 
・商店街を地域特性に応じたタイプに分類し、個々の商店街の実態に即したきめ細かな  

支援を展開 

  
・学識経験者、経営やまちづくりのコンサルタント、 

県内商工団体の代表者などで構成 
・4 月から 10 月の間に 5 回程度開催予定 

商店街あり方検討会 
提案・助言 
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ちばの園芸産地活性化支援事業【新規】 

 

予算額 10,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

 市場・実需者ニーズに対応した産地を確立するため、マーケティング専門家等からなる

サポートチームを設置するとともに、サポートチームの支援のもと農業協同組合等が行う

産地改善に向けた取組に対し助成します。 

 

２ 事業内容 

（１）サポートチームの設置 2,000千円 

 マーケティング専門家や卸売市場関係者等で構成するサポートチームを設置し、市場・

実需者ニーズを起点とした産地の生産販売体制の確立を支援します。 

（２）産地改善に向けた取組への支援 8,000千円 

 サポートチームの指導のもと、各産地の実施する市場・実需者ニーズに応えた作付品目

への転換や周年出荷の実現、中長期的視点からの安定生産体制の確立に向けた取組に助成

します。(最大３年間継続) 

事業主体：農業協同組合・生産者組織  

補助対象経費：作付品目の転換や周年出荷の実現等に向けた産地の取組経費  

補助率：１/２以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

担当課・問い合わせ先 
農林水産部生産販売振興課 
０４３－２２３－２８７１

販売力の強化 
・販売単価の高い品目への

転換 
・実需者向けセールス 
・パッケージ販売等の 
“アイテム”の開発 

         など 

生産量の確保 
・大規模化に適した加工業
務用品種の導入 

・作付拡大・周年出荷に向
けた栽培体系の策定 

・ 機械化栽培体系の策定 
         など 

産地組織力の強化 
・産地の情報発信力の強化 
・人材育成のための研修 
派遣 

・産地再編の検討   
など 

 市場・実需者ニーズを踏まえた
助言・指導 

産地改善に向けた取組 

 
サポートチーム 

  県関係機関 卸売市場関係者 

農業関係団体 
マーケティング 

専門家 
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「輝け！ちばの園芸」産地整備支援事業 

 

予算額 300,000千円（㉓ 300,000千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

 県内園芸産地の生産力を強化拡大するため、パイプハウス等の施設整備や省力化機械等

の導入に対し助成するとともに、老朽化した温室等の改修にも助成します。 

 

２ 事業内容 

（１）生産力強化支援型 250,000千円（○23250,000千円） 

 園芸産地の生産力を向上させるため、パイプハウス等の施設整備や、露地野菜の規模  

拡大のための省力化機械等の導入について支援します。 

事業主体：農業協同組合、生産者組織等（３戸以上）又は認定農業者等 

補助対象経費：パイプハウス、低コスト耐候性ハウス、高設栽培施設、省力化機械、

共同利用機械・施設、等  

補助率：１/３以内（農協、生産者組織等の場合） 

１/４以内（認定農業者、認定就農者の場合） 

（２）園芸施設リフォーム型 50,000千円（○2350,000千円） 

 老朽化した園芸施設の生産力回復や遊休ハウスの解消を図るため、園芸施設の改修等に

よる生産基盤の整備について支援します。 

事業主体：共選・共販に取り組む認定農業者等 

補助対象経費：園芸施設(ガラス温室、鉄骨ハウス)の鋼材等の改修等 

補助率：１/４以内 

 

 

 

 

 

 
 

担当課・問い合わせ先 
農林水産部生産販売振興課 
０４３－２２３－２８７１ 

野菜の収穫機械による省力化 生産性を高めるハウスの推進 
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青年就農者確保・育成給付金事業【新規】 

予算額 288,000千円 

 

１ 事業の目的・概要 

農業者の高齢化や農家の減少が進む中、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、

持続可能な力強い農業の実現を目指すため、就農前の研修期間及び経営が不安定な就農 

直後の所得を確保する給付金を給付します。 

 

２ 事業内容 

（１）青年就農給付金（準備型） 

県立農業大学校等の農業経営者育成教育機関、先進農家・先進農業法人で１年以上  

研修を受ける場合、原則として４５歳未満で就農する者に対し、研修期間中について、

年間１５０万円を最長２年間給付します。 

※ 研修終了後１年以内に独立・自営の経営開始または農業法人等へ就農しなかった場合や、

給付期間の１．５倍以上の期間、就農を継続しない場合は全額返還となります。 

 

（２）青年就農給付金（経営開始型） 

市町村が作成する「人・農地プラン」に位置付けられる原則４５歳未満の独立・自営

就農者について、年間１５０万円を最長５年間給付します。 

※ 市町村等が適切な就農をしていないと判断した場合や、給付金を除いた本人の前年の 

所得が２５０万円を超えた場合は、給付停止となります。 

          注) 人・農地プラン（地域農業マスタープラン）とは、集落・地域における今後の担い手 

や農地の集積など農業の将来像を示した計画。 

 

 

 

 

 

 

 

 
担当課・問い合わせ先 
農林水産部担い手支援課 
０４３－２２３－２９０４ 

農
業
者
の
高
齢
化
・
農
家
の
減
少 

持
続
可
能
な
力
強
い
農
業
の
実
現 

研修中や 
就農初期に 

年間 150 万円給付 

青年新規就農者を 

安定的に確保 

将
来
の
農
業
を
支
え
る
人
材
が
必
要 

注) 
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有害獣被害防止対策 

 

予算額 270,966千円（㉓ 204,100千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

 有害獣による農作物被害は、県南の中山間地域を中心に被害地域が拡大していることから、

野生鳥獣の適正な保護管理と農業被害の防止を図るため、防護・捕獲・資源活用を総合的に

推進します。 

  

２ 事業内容 

(1) イノシシ等有害獣被害防止対策事業 190,500千円（㉓136,000千円） 

・野生獣から農作物等の被害を防ぐため、市町村等が実施する防護柵の設置や捕獲機材等

の購入に対しての助成。 

３戸以上まとまって防護柵を設置する場合については、国制度を活用して助成。 

※国交付金  防護柵：定額（資材費相当) 捕獲機材：国1/2 地元1/2 

県単独補助 防護柵：県2/3以内 

・特にイノシシ被害の多い地域において、集落ぐるみで行う防止対策に要する経費に対し

ての助成（獣害に負けない農村集落づくり事業、補助率：定額）  

・獣類による農作物被害軽減対策及び軽減化技術の開発 

          

(2) 野生鳥獣総合対策事業 80,466千円（㉓68,100千円） 

・市町村が実施する有害鳥獣捕獲（サル・シカ・イノシシ）に対する助成 

補助率：市町村事業費の1/2以内 

・捕獲従事者を確保・育成するため、安全対策に関する研修を実施 

・狩猟免許（わな免許）を取得する際の経費を市町村と協調して補助 

補助率：市町村事業費の1/2以内 

 

担当課・問い合わせ先 

(1) イノシシ等有害獣被害防止対策事業について 

農林水産部農村環境整備課 ０４３－２２３－２７８５ 

(2) 野生鳥獣総合対策事業  

環境生活部自然保護課 ０４３－２２３－２９７２ 
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森林病害虫防除事業 

 

予算額 136,000千円（㉓ 116,000千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

 松枯れの原因となっている松くい虫（マツノザイセンチュウ・マツノマダラカミキリ）を  

駆除し、海岸林の防災機能を維持するために、薬剤の散布・注入や被害木の伐倒・破砕等を   

行います。 

 

２ 事業内容 

（１）薬剤防除事業 48,300 千円（○23 34,213 千円） 

①薬剤散布 
マツノマダラカミキリを駆除するための薬剤を地上から噴霧器で散布します。また、地上

からの散布が困難な箇所では、無人ヘリコプターを用いて散布します。 
②樹幹注入 
松の幹にドリルで穴をあけ、マツノザイセンチュウの増殖を防ぐ薬剤を注入し、松枯れを

防ぎます。 
（２）被害木駆除事業 87,700 千円（○2381,787 千円） 

松くい虫の被害木を伐り倒し、破砕等の処理を行うことで、枯れた松の中で越冬している

マツノマダラカミキリの幼虫を駆除します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カミキリが枝の

皮を食べる時

に、線虫が侵入 

樹体内で線虫

が増殖し、マツ

が衰弱 

衰弱した松に 

カミキリが産卵 

カミキリの蛹室周辺に

線虫が集まり、 羽化・

脱出時に乗り移る 

カミキリの羽化・ 

脱出。線虫を運ぶ 

春～夏 
夏～秋 

秋～冬 

薬剤散布 
薬剤を散布して

カミキリを駆除

します！ 

樹幹注入(冬季) 
事前に薬剤を注入

しておけば、線虫

の増殖を防ぐこと

ができます！ 

被害木駆除 
枯れた松を伐

り、中にいる害

虫を駆除しま

す！ 

担当課・問い合わせ先 
農林水産部森林課 
０４３－２２３－３６３０ 
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拠点漁港機能強化事業【新規】 

予算額 337,500 千円 

１ 事業の目的 

魚価の向上と産地間競争力の強化を図るため、千葉県の拠点漁港である銚子漁港及び勝浦 

漁港の施設整備に対し、国庫補助を活用するとともに、県が上乗せをして助成します。 

＊銚子漁港…全国第１位の水揚量を誇り、水産物の供給拠点として重要な地位を占めている。 

＊勝浦漁港…千葉県第２位の水揚額を誇り、全国のカツオ一本釣り漁業の主要水揚港である。 

       

２ 事業内容 

（１）銚子漁港施設整備事業 7,500 千円  

  ［事業主体］銚子市漁業協同組合 

  ［補助対象］第 1市場高度衛生管理型荷捌施設の整備（実施設計） 

   [全体計画] 24 年度 実施設計  

25、26 年度 施設整備 

     

 

 

 

 

 

 

（２）勝浦漁港施設整備事業 330,000 千円 

  ［事業主体］勝浦漁業協同組合 

  ［補助対象］製氷・貯氷施設の整備（設計及び整備） 

   [全体計画] 24 年度 製氷・貯氷施設整備 

         25 年度～30 年度 高度衛生管理型荷捌施設の整備 

 

  

 

 

                  

 

 

担当課・問い合わせ先 

農林水産部水産局水産課 

０４３－２２３－３０５１ 

高度衛生管理型荷捌施設（イメージ） 

鳥などの侵入を防ぐ閉鎖型施設の整

備、入場時の消毒、容器を使用した荷捌

き等により、高度な衛生管理を実現する。 

第 1 市場 

銚子漁港 

勝浦漁港 

製氷貯氷施設整備 

高度衛生管理型荷捌施設整備 

※製氷貯氷施設の整備により、製氷能力が 

 ３０㌧/日 → ５０㌧/日 となる。 

 

既存施設(第１市場） 

開放型施設で鳥などが侵入、

風雨、直射日光が当たる。 
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首都圏中央連絡自動車道（圏央道）に係る直轄事業負担金 

 

予算額 5,800,000千円（㉓ 6,367,000千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

 首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、都心から半径およそ４０～６０ｋｍの位置に計画  

されている延長約３００ｋｍの高規格幹線道路です。 

圏央道は、東京湾アクアライン等と一体となって首都圏の広域ネットワークを形成すること

により、慢性的な交通混雑の緩和や物流の活性化などに寄与するとともに、災害時において  

都心を迂回する代替路として機能します。 

現在、国により整備が進められており、県はこれに必要な事業費の一部を負担します。 

 

２ 事業内容 

  平成２４年度は、東金～木更津間（４３ｋｍ）について、年度内の開通に向けて橋りょう   

工事やトンネル工事等を実施します。 

  また、その他区間についても、早期整備に向けて事業を進めており、このうち、大栄～横芝

間（１８．５ｋｍ）については、引き続き調査設計を行うとともに、関係機関との協議を進め

ます。 

 

 

 

担当課・問い合わせ先  

県土整備部道路計画課 

０４３－２２３－３２８１ 

東金 

茂原 

木更津 
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圏央道インターチェンジへのアクセス強化事業 

 

予算額 568,000千円（㉓ 637,000千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

 圏央道の東金～木更津間の開通に合わせて、（仮称）茂原北インターチェンジ及び（仮称）  

茂原長南インターチェンジにアクセスする道路の整備を行います。 
 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

   担当課・問い合わせ先 

県土整備部道路整備課 

０４３－２２３－３２７０ 

必要に応じ、図表等を活用） 

 

平成２４年度供用予定 
延長 ２．０ｋｍ 

（仮称）茂原北ＩＣ 

県道五井本納線（新治バイパス） 

国道 409 号（長生グリーンライン） 

（仮称）茂原長南ＩＣ 

平成２４年度供用予定 
延長 ０．７ｋm 

にいはる 
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ふさのくに観光道路ネットワーク事業【新規】 

 

予算額 434,000 千円 

 
１ 事業の目的・概要 

  東京湾アクアラインや圏央道を軸とする千葉茨城交流圏域において、交流人口（観光客）の

増加による地域活性化を図るため、南房総・外房地域における主要な観光エリアへのアクセス

道路を整備します。 

 
２ 事業内容 

平成２４年度は、県道市原天津小湊線など６路線について、現道の拡幅やバイパスの整備を

行います。 

 ≪参 考≫ 

事業期間 平成２４年度～平成２８年度（５年間） 

整備箇所 １１路線１１箇所 
 

担当課・問い合わせ先 
県土整備部 道路整備課 
０４３－２２３－３２７０ 
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長寿命化対策事業 

 

予算額 3,003,397千円（㉓ 2,256,033千円） 

 

１ 事業の目的・概要 

 既存の社会資本の維持管理にあたり、施設の長寿命化や維持管理費の縮減・平準化を図る  

ため、従来の「事後的修繕」から「予防的修繕」への転換を計画的に進めます。 

 

２ 事業内容 

（１）橋りょうの長寿命化           ２，２５０，０００千円 

   計画に基づく修繕：８６橋 

（２）河川施設の長寿命化計画の策定        ９１，０００千円 

   排水機場３箇所 

（３）港湾施設の長寿命化計画の策定        ６５，０００千円 

   港湾施設１００箇所、海岸施設２５箇所 

（４）県立都市公園施設の長寿命化        ５９５，０００千円 

   計画に基づく修繕：８公園 

（５）流域下水道施設の長寿命化（特別会計繰出金）  ２，３９７千円 

   計画に基づく修繕：管渠２事業、ポンプ場３事業、処理場２５事業 

    

 

担当課・問い合わせ先 
県土整備部道路環境課 
０４３－２２３－３１４０ 
県土整備部河川環境課 
０４３－２２３－３１５５ 
県土整備部港湾課 
０４３－２２３－３８４９ 
県土整備部都市整備局公園緑地課 
０４３－２２３－３９３０ 
県土整備部都市整備局下水道課 
０４３－２２３－３３５１ 
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舗装道路修繕事業 

 

予算額 5,500,000千円（㉓ 5,200,000千円） 

 

１ 事業の目的 

   交通安全の確保と沿道住民の生活環境を守るため、損傷の進んだ道路の舗装を修繕します。 

 

   修繕の対象箇所 

   県では、道路の物理的な損傷の程度のほか、交通量や沿道の環境等の要素を考慮 

して修繕の要否を判断する、千葉県舗装維持管理基準値（ＣＰＳＩ※）を設け、  

これに基づいて、計画的、効率的な修繕を行っています。 

    ※ ＣＰＳＩ（Chiba Pavement Serviceability Index） 

道路の損傷度や交通量、沿道の環境等の要素を数値化し、１００から減点し、４０ 

    以下を修繕の目安とするもの 

 

 ２ 事業の概要 

路面の穴の補修、ひび割れへの補修材の注入、削り取り作業などの部分的な補修や全面的な

路面の修復を行います。 

１３２路線３４１箇所（９６．０ｋｍ） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

   担当課・問い合せ先 

 県土整備部 道路環境課 

                           ０４３－２２３－３１４０ 

 

ひび割れ わだち掘れ・凹凸 

全面修復後 


